
認定第１号  

 

　　　令和６年度阪南市一般会計歳入歳出決算認定について  

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和６年度阪南市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

けて議会の認定に付する。  

 

 

　　令和７年８月２７日提出  

 

 

阪南市長　上　甲　　　誠　　
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認定第２号  

 

　　　令和６年度阪南市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定  

について  

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和６年度阪南市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。  

 

 

　　令和７年８月２７日提出  

 

 

阪南市長　上　甲　　　誠　　
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認定第３号  

 

　　　令和６年度阪南市財産区特別会計歳入歳出決算認定につい  

　　　て  

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和６年度阪南市財産区特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意

見を付けて議会の認定に付する。  

 

 

　　令和７年８月２７日提出  

 

 

阪南市長　上　甲　　　誠　　
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認定第４号  

 

　　　令和６年度阪南市介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ  

いて  

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和６年度阪南市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。  

 

 

　　令和７年８月２７日提出  

 

 

阪南市長　上　甲　　　誠　　
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認定第５号  

 

　　　令和６年度阪南市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認  

定について  

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和６年度阪南市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

 

 

　　令和７年８月２７日提出  

 

 

阪南市長　上　甲　　　誠　　
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１億１，０５８万９千円減少しており、この主な要因は、ふるさと

まちづくり応援寄附金の減少によるものである。 

市債は、２４億５，０３５万円となり、前年度と比較すると、１

８億２，１５４万８千円増加しており、この主な要因は、学校給食

センター改修事業の実施によるものである。 

この結果、歳入総額は、前年度より２２億７，３８３万円増加し、

２２２億９，９６０万４千円となっている。 

   歳出について、目的別の増加している主な科目から、総務費は、

個人住民税で実施された定額減税調整給付事業や、定年退職の延長

に伴う退職手当の増加、ごみ処理施設の整備及び改修に向け、ごみ

処理施設整備基金へ積み立てを行ったことが主な要因であり、教育

費は、学校給食センター改修事業や、鳥取東中学校の第二期トイレ

改修事業の実施が主な要因となっている。 

続いて、減少している主な科目について、衛生費は、新型コロナ

ウイルスワクチン接種の定期接種化による減少が主な要因であり、

土木費は、下水道事業会計繰出金の減少や、前年度に実施した尾崎

石田線道路改良事業の終了が主な要因となっている。 

次に、性質別の増加している主な科目について、補助費等は、個

人住民税で実施された定額減税調整給付事業の実施が主な要因であ

り、投資的経費は、学校給食センター改修事業の実施が主な要因と

なっている。 

続いて、減少している主な科目について、投資・出資金及び貸付

金は、下水道事業会計において資本費平準化債が拡充され、借入額を

増額したことに伴う一般会計からの出資金の減少が主な要因である。 

経常収支比率については、前年度の９４．９％から９６．６％へ

と悪化しており、これは、経常的経費の人件費や扶助費、物件費の

増加が主な要因となっている。 

   次に、特別会計においては、国民健康保険特別会計について、歳
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各 会 計 決 算 額 総 括 表

歳　入

令和６年度 令和５年度 前年度比

収入済額 （千円） 収入済額 （千円） 　（％）

22,299,604 20,025,774 111.4

13,738,429 13,960,052 98.4

国 民 健 康 保 険 6,140,880 6,526,659 94.1

財 産 区 1,288 2,015 63.9

介 護 保 険 5,527,152 5,481,726 100.8

後期高齢者医療 2,069,109 1,949,652 106.1

36,038,033 33,985,826 106.0

歳　出

令和６年度 令和５年度 前年度比

支出済額 （千円） 支出済額 （千円） 　（％）

22,028,223 19,701,683 111.8

13,385,077 13,669,849 97.9

国 民 健 康 保 険 5,978,983 6,383,413 93.7

財 産 区 1,039 1,777 58.5

介 護 保 険 5,372,797 5,365,176 100.1

後期高齢者医療 2,032,258 1,919,483 105.9

35,413,300 33,371,532 106.1

会　計　名

一　般　会　計

特　別　会　計

合　　　　　計

会　計　名

一　般　会　計

特　別　会　計

合　　　　　計
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一 般 会 計 決 算 審 査 資 料

第１表（一般会計決算状況）

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

財 政 調 整 基 金 積 立 金 額

繰 上 償 還 額

積 立 金 取 り 崩 し 額

実 質 単 年 度 収 支

（指数等）

区　　　　　　　分

基 準 財 政 需 要 額 10,351,436 千円 10,082,631 千円

基 準 財 政 収 入 額 5,240,416 千円 5,209,638 千円

標 準 財 政 規 模 11,719,109 千円 11,483,754 千円

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率 2.2 ％ 2.8 ％

経 常 収 支 比 率 96.6 ％ 94.9 ％

人 件 費 比 率 16.8 ％ 17.5 ％

公 債 費 比 率 5.4 ％ 5.0 ％

地 方 債 現 在 高 15,117,522 千円 14,021,857 千円

ラ ス パ イ レ ス 指 数

区　　　　　　　分
（千円） （千円）

令和６年度 令和５年度

22,299,604 20,025,774

22,028,223 19,701,683

271,381 324,091

11,070 142

260,311 323,949

△ 63,638 41,973

257,649 267,702

0 0

0 0

194,011 309,675

令和６年度 令和５年度

0.512 0.512

97.5 97.7
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第２表（一般会計歳入科目別状況）

金　　額 構成比 金　　額 構成比
（千円） （％） （％） （千円） （％）

市 税 5,311,143 23.8 96.7 5,495,014 27.4

地 方 譲 与 税 117,183 0.5 100.7 116,340 0.6

利 子 割 交 付 金 6,881 0.0 123.3 5,580 0.0

配 当 割 交 付 金 76,091 0.3 136.7 55,682 0.3

株式等譲渡所得交付金 99,831 0.5 167.1 59,752 0.3

法 人 事 業 税 交 付 金 97,294 0.4 109.1 89,191 0.5

地 方 消 費 税 交 付 金 1,160,535 5.2 105.2 1,103,219 5.5

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 1,474 0.0 157.3 937 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0.0 0.0 1,391 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 31,452 0.1 102.9 30,568 0.2

地 方 特 例 交 付 金 等 247,468 1.1 673.0 36,773 0.2

地 方 交 付 税 5,414,359 24.3 104.5 5,181,057 25.9

交通安全対策特別交付金 5,430 0.0 96.0 5,655 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 2,145 0.0 84.1 2,552 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 184,315 0.8 96.9 190,248 1.0

国 庫 支 出 金 4,166,196 18.7 103.8 4,014,031 20.0

府 支 出 金 1,748,892 7.9 104.5 1,673,540 8.4

財 産 収 入 11,459 0.1 9.2 124,154 0.6

寄 附 金 156,152 0.7 58.5 266,741 1.3

繰 入 金 442,698 2.0 84.4 524,247 2.6

繰 越 金 324,091 1.5 110.0 294,578 1.5

諸 収 入 244,165 1.1 194.2 125,722 0.6

市 債 2,450,350 11.0 389.7 628,802 3.1

歳 入 合 計 22,299,604 100.0 111.4 20,025,774 100.0

令和５年度
科　　　　　　　目

令和６年度
前年度比
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第３表（税収状況）

収入済額 構成比 対前年度増加額 収入済額 構成比
（千円） （％）  （千円） （％） （千円） （％）

個 人 2,243,911 42.2 △ 148,844 93.8 2,392,755 43.5

法 人 185,412 3.5 △ 6,020 96.9 191,432 3.5

土 地 631,242 11.9 △ 851 99.9 632,093 11.5

家 屋 1,056,184 19.9 △ 20,330 98.1 1,076,514 19.6

償 却 資 産 311,528 5.9 △ 306 99.9 311,834 5.7

交 付 金 44,841 0.8 607 101.4 44,234 0.8

166,360 3.1 5,770 103.6 160,590 2.9

274,535 5.2 △ 8,947 96.8 283,482 5.2

397,130 7.5 △ 4,950 98.8 402,080 7.3

5,311,143 100.0 △ 183,871 96.7 5,495,014 100.0

令和６年度
前年度比

令和５年度
区　　　　分

合　　　計

市
民
税

固
定
資
産
税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税
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第４表（一般会計歳出目的別状況）

金　　額 構成比 金　　額 構成比
（千円） （％） （％） （千円） （％）

議 会 費 176,195 0.8 90.2 195,427 1.0

総 務 費 3,243,313 14.7 121.5 2,669,825 13.6

民 生 費 9,665,812 43.9 104.5 9,247,223 46.9

衛 生 費 1,830,097 8.3 93.7 1,953,707 9.9

農林水産業費 109,407 0.5 96.0 113,983 0.6

商 工 費 132,518 0.6 101.0 131,217 0.7

土 木 費 890,549 4.0 81.7 1,090,663 5.5

消 防 費 819,412 3.7 101.2 809,863 4.1

教 育 費 3,739,146 17.0 179.4 2,084,603 10.6

公 債 費 1,421,251 6.5 101.2 1,404,622 7.1

諸 支 出 金 523 0.0 95.1 550 0.0

災 害 復 旧 費 0 0.0 0.0 0 0.0

歳　出　合　計 22,028,223 100.0 111.8 19,701,683 100.0

令和５年度

科　　　　　　　目

令和６年度
前年度比
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第５表（一般会計歳出性質別状況）

金　　　額 構成比 対前年度増加額 金　　　額 構成比

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

人 件 費 3,699,156 16.8 263,797 107.7 3,435,359 17.5

物 件 費 2,534,573 11.5 △ 62,688 97.6 2,597,261 13.2

維持補修費 41,467 0.2 3,507 109.2 37,960 0.2

補 助 費 等 2,812,531 12.8 275,971 110.9 2,536,560 12.9

扶 助 費 5,683,270 25.8 119,011 102.1 5,564,259 28.2

投資・出資金
及 び 貸 付 金

27,500 0.1 △ 138,000 16.6 165,500 0.8

繰 出 金 2,618,316 11.8 53,446 102.1 2,564,870 13.0

投資的経費 2,552,014 11.6 1,837,939 357.4 714,075 3.6

積 立 金 638,145 2.9 △ 43,072 93.7 681,217 3.5

公 債 費 1,421,251 6.5 16,629 101.2 1,404,622 7.1

合　　　計 22,028,223 100.0 2,326,540 111.8 19,701,683 100.0

令和６年度 前年度
比

令和５年度

科　　目
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